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エコプロダクツ2006、3R学習支援キャンペーン出前講座（本文２頁）

2007年１月発行

じっくり考えるぞ
　　課題山積…

国際資源循環

資源有効利用
促進法見直し

家電リサイクル

廃棄物・リサイク
ル

　　　ガバナンス
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CJCトピックス

　当センターでは、「3Rシステム化可能性調査」（経済産業省委託
事業）の一環として、１２月１４日～１６日の３日間、東京国際展示場（東
京ビッグサイト）で開催された環境配慮製品の総合展示会「エコプ
ロダクツ２００６」に出展しました。
　会期中、当センターブースでは、同調査事業の採択案件の中から
以下の7テーマの検討内容について、パネル展示・資料配布等に
よりＰＲを行いました。
○使用済みデジタル家電からの貴金属、レアメタルリサイクルネッ
トワーク構築可能性調査（三菱マテリアル株式会社）
○奄美地域における黒糖焼酎粕の高度利用可能性調査（社団法人　
食品需給研究センター

○繊維リサイクル推進のためのＰＰ廃材再使用システム開発（国立
大学法人　京都工芸繊維大学）
○再生利用困難な食品廃棄物のバイオマス燃料化（住友大阪セメン
ト株式会社）
○バイオマスプラスチックの3Ｒシステム化可能性調査（財団法
人　バイオインダストリー協会）
○廃天然繊維製品等のカスケーディング活用に係る3Ｒシステム
調査（株式会社　環境総合テクノス）
○廃棄ＭＤＦのマテリアルリサイクル技術の開発と用途調査及び建
設発生木材リサイクルシステムの検討（社団法人　日本建材・住
宅設備産業協会）

＜エコプロダクツ2006への出展＞

　地域市民を対象に3Ｒ学習
（容器包装リサイクル）教材を
用いた 3Ｒ学習支援キャンペ
ーンを展開しました。別表のと
おり、3Ｒ学習講師による出前
講座を全国１２箇所で開催して
います。

＜3R　学習支援キャンペーン＞

＜平成18年度JICA集団研修（「廃棄物3R・再資源化コース」）＞

＜産業機械の製品アセスメントガイドライン作成指針＞

産業機械の環境配慮設計に向けた指針作成に係る調査研究
　―製品アセスメントガイドライン作成指針―（財団法人機械振興協会経済研究所委託事業）
　製品の製造に関し、設計段階から環境に配慮し環境負荷の低減を
図ることが、国内外で求められています。本報告は、産業機械メー
カー各社が製品の製造段階から輸送、使用、廃棄までのライフサイ
クルを通して環境負荷の低減を図る環境配慮設計を進める上でベー

スとなる「製品アセスメントガイドライン作成指針」をまとめたも
のです。また、産業機械メーカーでのヒアリング調査にて、現場で
使い易くするようにとの要望に答え簡潔にまとめ現場に役立つ指針
を目指しています。

盧 本指針は産業機械の環境配慮設計（DfE）を推進する上でベー
スとなる「製品アセスメント」について、産業機械関連業界団体が
「製品アセスメントガイドライン」を作成する際の指針となること
を目的としています。
盪  本指針は、完成品としての産業機械全般を対象としています。
蘯 本指針は、これから環境配慮設計の推進に取り組む産業機械関
連業界団体を主な対象としています。また、個々の産業機械メーカ
ーにおいても、自社の製品アセスメントガイドライン（規定）を作
成したり、既に環境配慮設計の取り組みを行っている団体・企業に
おいても、その持続的な改善に向けた参考資料として本指針を活用
することができます。

盻  製品アセスメントを進めるためには次の３つの側面があります。
　①ライフサイクル各段階の関係者および環境要求等の把握
　②製品アセスメント項目の抽出および評価方法の決定
　③製品アセスメントの実施体制・組織の管理

　独立行政法人国際協力機構（JICA）からの委託により、平成１９
年１月から２月にかけてJICA集団研修「廃棄物3R・再資源化」コ
ースを実施します。海外諸国の3Ｒを目指す行政関係者を対象にし
たもので、コースには専門家による講義の他、再資源化施設等の先
研修員の討論等を含む充実した内容で実施することを計画していま

す。また経済産業省のリサイクル推進課も表敬訪問させていただく
予定です。
期　間：平成１９年１月１６日～２月９日
研修員：７名（ブラジル、他６カ国）

製品アセスメントの
実施体制・組織の管理

ライフサイクル各段階の
関係者・環境要求等の把握

製品アセスメント項目の
抽出と評価方法の決定

製品アセスメント
によるDfEの推進

図-１　製品アセスメントを実施するための３つの側面

 No 　　　実施団体等（含む学校）・場所 　　　実施日   　　　　　　受講者　・　人数

 1 千葉県印旛郡印旛村立いには野小学校（千葉県印旛村） 平成１８年 ６月 ２７日 （火） ４年生・約７０名
 2 富士常葉大学環境防災学部（静岡県富士市）  ７月 １３日 （木） ２年生・約６０名
 3 印西地区環境整備事業組合（千葉県印西市）  ８月 ２６日 （土） 小・中学生、保護者・約５０名
 4 板橋区資源環境部清掃リサイクル課（東京都板橋区） 　　　　 ９月 １１日 （月） 板橋区リサイクル推進員・約１２０名
 5 越谷市立大袋東小学校（埼玉県越谷市） 　　　  １０月 ２８日 （水） ２回生・約２０名
 6 京都光華女子短期大学（京都府京都市）  １１月 ２２日 （水） ２回生・約２０名
 7 神奈川県葉山町役場環境課（神奈川県葉山町）  １１月 ６日 （日） 地域住民・約２０名
 8 エコライフめぐろ推進協会（東京都目黒区）   １２月  ２日 （土） 油面住区住民会議、住区生活環境部会会員・約２０名
 9 横浜市立倉田小学校（神奈川県横浜市）　　　　  １２月 ４日 （月） ５年生・約９０名
 10 横浜市藤が丘３ＷＡクラブ（神奈川県横浜市）  １２月 ９日 （土） 小学生、保護者・約３０名
 11  川口市環境部廃棄物対策課（埼玉県川口市）  １２月 １８日 （月） 川口市クリーン推進員・約１５０名    
 12 部環境第一課（長野県長野市）　 平成１９年 １月 １０日 （水） ３Ｒ関連課職員、地域住民・約４０名

平成17年度査研究報告
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● ライフサイクル各段階の関係者および環境要求等の把握ガイド（指針A）

● 製品アセスメント項目の抽出および評価方法確立のためのガイド（指針B）
　ライフサイクルのパターンごとに、顧客要求が異なることを踏ま

え、汎用的な製品アセスメント項目から、産業機械の環境配慮設計

に有効と思われる項目を抽出し、各社において本ガイドを参考に自

社製品アセスメント規定を作成する必要があります。

部品メーカー

国内ユーザー
直接処分

輸送・直接販売

輸送 輸送

メーカー引取処分

一次使用までの流れ

図-２　製品のライフサイクルと関係者（イメージ）

図-３　製品アセスメントシートの作成例

一次使用後の流れ

引取

引取

引取後中古市場へ

国内電炉メーカー等

中古品取扱業者

産廃処理業者
リサイクル業者

産業機械メーカー
（ブランド・オーナー）

海外ユーザー

国内中古ユーザー 海外中古ユーザー

海外処理
業者

販
売
店
・

デ
ィ
ー
ラ
ー
等

　製品のライフサイクルを同定し、製品のフロー（拡散）に応じた関

係者（ステークホルダー）からの環境要求を収集することが必要です。

大項目 中項目 小項目 
達成度

省エネルギー・
CO2の削減

環境汚染の低減、
環境保全等

大・中・小項目は、図表 ３-１から自動的に作成される。
（小項目は縦横を変換）

この例では、開発過程で３回のデザインレビュー(DR)を実
施することを示している。（指針Ｂ p.１８ 第４章４.２(1)参照）

リデュース性
の向上

リユース性の
向上

リサイクル性
の向上

使用エネルギーの削減

クリーンエネルギーの利用促進
情報提供
省資源化

リユース部品の使用
再生材料の利用
長寿命化
リペア・メンテナンス性向上・
アップグレード化

製品のリユース性

部品のリユース性
分解性の向上

リサイクル容易な材料の選択

材料別の分離容易化

情報提供

処理の容易化・安全化

有害物質の使用抑制

大気・水質・土壌汚染防止

騒音・振動・臭気の低減
情報提供の促進

・ 工数削減
・ 運転時の省エネ化  
・ クリーン自動車による輸送  
・ 省エネルギー情報表示  
・ 部品点数の削減
・ 使用時の廃棄物量削減  
・ 補修向けリユース部品使用  
・ 再生材料の利用  
・ 材料・部品の耐久性向上  
・ 部品の共通化・標準化
・ 補修の容易な部品の使用
・ モジュール化  
・ リユース可能な輸送資材の選択
・ 機能確認が容易な構造  
―  
・ 接着等の回避・はめ込み等の使用
・ 一般的・標準的な工具での解体・分離性  
・ マテリアル・リサイクルが容易な材料の選択
・ マテリアル・リサイクルが困難な材料の回避  
・ 異種材料の分離配置
・ 異種材料の分離容易化
・ 部品内の材料の統一  
・ リサイクル方法の明確化
・ 分解位置の表示
・ 部品の材質・グレードの表示
・ 表示・解体マニュアルの英語表記  
・ 破砕の容易化
・ 爆発・引火物の分離容易化
・ 焼却不適物の分離容易化  
・ 工程内での使用抑制（メッキ、有機塗料等）
・ 製品の有害物質の使用抑制  
・ 水質・土壌汚染物質の排出削減
・ 地球温暖化ガスの排出削減
・ 処理時の有害物質の拡散防止  
・ 騒音・振動・臭気の低減  
・ 適正処理方法の表示
・ 化学物質に関する情報提供  

目標
数値

３
Ｒ
性
の
向
上

DR1 DR2 DR3

総合評価



「セメントキルンを用いた廃棄物の非セメント資源化技術に関する調査」（NEDO委託事業）
　セメント生産における廃棄物･副産物使用原単位は４００kg／トンに
達し、総量では約３,０００万トンにも達しています。その一方で、セメ
ント国内需要は、今後２００８年度５,３００万トン程度まで減少し、その後、５.
３００～５,５００万トン程度で推移すると予想されています。このようなセ
メント需要の減少により、セメント産業において、従来どおりの廃棄物・
副産物の再資源化を行うことが困難な状況になりつつあります。そこで、
廃棄物･副産物の新たな大量資源化方法として、セメントキルンを利用
した非セメント資源化技術を想定し、既存技術や市場調査に基づく必
要性および有効性の確認、さらに事業化に向けた技術的課題の明確化
を行いました。
　セメント品質維持の観点からセメント生産におけるこれ以上の廃棄物・
副産物使用は難しく、将来セメント産業で受入れ不可能となる廃棄物･
副産物量は２０２０年には約３７７万トンにも達する可能性があると試算さ
れます。このことから、セメント減産下においてセメント産業におけ
る廃棄物・副産物使用を維持するために、大量の廃棄物・副産物から
セメント以外の非セメント資源を製造する非セメント資源化技術の開
発が必要であると判断されます。
　非セメント資源の想定原料としては、環境負荷が大きく、セメント
産業への依存度が高い廃棄物・副産物、具体的には、汚泥、燃えがら、
鉱さい、ばいじんおよび都市ごみ焼却灰等が挙げられ、さらに将来的

な想定原料の候補として、建設発生土、建設汚泥、浚渫土、汚染土壌
およびアスベスト含有廃棄物が挙げられます。
　セメントキルンによる廃棄物・副産物の非セメント資源化に必要と
なる技術課題等として、未燃分燃焼除去技術、高強度品焼成技術およ
び還元徐冷技術が挙げられます。また、この非セメント資源化技術に
よる環境負荷低減は、セメント産業にける現状レベルの受入れ量維持
による廃棄物排出量削減のみでも十分に大きな効果をもたらすと考え
られます。
　非セメント資源化物が対象とする土工資材市場は緩やかな減少傾向
にあります。その中で再生品市場は微増傾向にあります。市場におけ
る非セメント資源化物等の再生品の受容性は高く、特にコンクリート
骨材への期待度が高いと予想されます。さらに、２０２０年度の非セメン
ト資源生産量は約３７７万トンと試算されますが、これは２００２年度国内
骨材需給 (７０４百トン )の僅か０.５％にしか相当しません。すなわち市
場としての受入余力は十分であると期待されます。一方、土工資材は
一般に安価であるため、地域性が非常に高い商品とされています。し
たがって、市場の地域偏在性や廃棄物の地域的発生・処理状況等も考
慮した事業計画を検討する必要があります。また、非セメント資源化
技術の普及･拡大へ向けて、既存規格への適合ではなく、JIS化を目指
すことも必要であると思われます。

EU総合的製品政策（IPP）実施戦略（日本語版）（競輪補助事業）
欧州委員会から理事会と欧州議会へのコミュニケ
　―総合的製品政策　環境ライフサイクル思想の構築―

　EUの総合的製品政策（IPP: Integrated Products Policy）とは、
RoHS指令、WEEE指令、EuP指令等の環境配慮型製品に関する個別
の規制を補完しながら、様々な製品を対象としてライフサイクル全般
を通じて包括的に環境パフォーマンスを向上させることを目的とした
政策です。
　IPPは多種多様な製品を対象とすることや、製品の製造から使用・廃
棄に至るライフサイクルは長く複雑でメーカー・流通業者・消費者等
多くの関係者が関与することから、単一の政策や措置で対応するので
はなく、経済的措置、特定物質の使用禁止、自主協定、環境ラベリング、
製品デザインに対するガイドライン等、種々のツールを効果的に組み
合わせることが基本方針になっており、その枠組みが検討されています。
　本書は、欧州委員会が２００３年６月に採択したIPPの実施戦略に関す
る通達文書の仮訳版で、現時点でのEUにおけるIPP実施のためのアプ
ローチが盛り込まれています。具体的には、
・環境マネジメントシステム「IPPツールボックス」やエコラベル等の
既存ツールを、より製品に焦点を当てたものに改善すること。
・環境面で大きな改善の可能性がある製品について、環境パフォーマ

ンスを向上させること。
・ステークホルダーからの欧州委員会への提案を基に、特定の製品に
ついてパイロットプロジェクトを実施する。
・ステークホルダーとの対話を基に、LCAのベスト・プラクティス（優
良事例）に関する実践的なハンドブックを発行する。
・欧州委員会のグリーン調達のための行動計画策定。
等が挙げられます。
　RoHSやWEEEは、我が国の企業・製品づくりにも大きな影響を及
ぼしていますが、本書は、そうした拡大生産者責任に関するEU措置・
政策の全体観や今後の方向性を見通す上で参考になる文献です。

RoHS指令：電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関す
る指令（２００３年２月１３日公布）
WEEE：廃電気電子機器指令（２００３年２月１３日公布）
EuP指令：エネルギ使用製品のエコデザイン要求の統合指令（２００５年
7月22日公布）
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製品開発のフロー 実施内容

・評価項目に対する
　目標数値の決定
・評価の実施

・評価結果（アセスメント内容）
　のチェック

・評価の実施

・評価結果のチェック

・評価の実施

・評価結果のチェック

製品開発責任者

品質担当者

設計者

設計者

品質担当者

設計者

品質担当者

担当者

製品企画

企画評価（DR1）

概念・基本設計

試作評価（DR2）

詳細設計

製品評価（DR3）

図-４　製品開発のフローに沿った製品アセスメントの役割分担の例

● 製品アセスメントを運用するためのガイド（指針C）

・製品開発フローのどの段階で製品アセスメントを実施するのか

を明確にする必要があります。

・設計者自身が行う製品アセスメントの評価を容易にするよう、

加工や購買に係わるデータベースを構築します。

・実施された製品アセスメントの内容を検証・保証するために、

製品開発の責任者によるチェックや、デザインレビュー（ＤＲ）

の際の品質担当の役割を明確にする必要があります。



行政・政策動向

【品目別ガイドライン】
●リサイクル関連目標の拡充 
　◆紙　古紙他用途利用の拡大におけるＲＰＦの使用促進　平成２２年度 
６０万トン 

　　（日本製紙連合会における平成１５年度ＲＰＦ使用量：１９万トン）
●目標値の見直し 
　◆飲料用紙製容器（紙パック）回収率目標値の改定 
　　３５％（平成１７年度） → ５０％（平成２２年度）
　◆ガラスびん（カレット利用率） 
　　８５％（平成１７年度） → ９０％（平成２２年度）

　◆ぱちんこ遊技機 マテリアルリサイクル目標率 
　　５５％（平成１７年度） → ７５％（平成１９年度）
　◆塩ビ製床材 

　平成１８年１０月１７日に、経済産業省の産業構造審議会会環境部会廃棄
物・リサイクル小委員会が開催され、品目別・業種別廃棄物処理・リサ
イクルガイドラインのフォローアップを行い、一部の製品、業種について、
ガイドラインの改定を行いました。改定の概要は次のとおりです 
盧 製品等を回収・リサイクルするシステムの構築・整備 
　　自動車用鉛蓄電池、消火器、ぱちんこ遊技機について、廃棄物処
理法の広域認定制度等の活用により、回収・リサイクルシステムの
構築・整備を図ること 

盪 製品の設計・製造に関する工夫 
　　エアゾール缶、カセットボンベについて、製品の廃棄段階を考慮
した設計・製造に関する工夫を行うこと。 

蘯 3Ｒ関連目標の拡充 
　　古紙、飲料用紙製容器、ガラスびん、ぱちんこ遊技機、塩ビ製床
材、自動車部品製造業、流通業について、新たな数値目標の設定や
目標値の見直しが行われました。 

盻 産業廃棄物の最終処分量の削減目標の見直し 
　　非鉄金属製造業（日本伸銅協会、日本電線工業会）、自動車部品
製造業、流通業、石炭鉱業について、最終処分量削減目標の改定や
新たな目標数値の設定が行われました。 

目標数値等の改定が行われた製品・業種は次のとおりです。
http://www.meti.go.jp/policy/recycle/main/data/guide_recycle/index.html

【業種別ガイドライン】
●リサイクル関連目標の拡充
　◆繊維工業
　　「国産エコ・ユニフォームマーク」（国内生産の再生ポリエステル繊

維生地を使用し、国内事業所で縫製された製品に添付）の普及目
標枚数 

　　平成１５年度目標 ４０万枚、平成１６年度目標 ５０万枚
　　→「国産エコ・ユニフォームマーク」と「海外縫製エコ・ユニフォ

ームマーク」（国内生産の再生ポリエステル繊維生地を使用し、海
外で縫製された製品に添付）とを合わせた枚数 

　　平成１７年度目標 ８０万枚、平成２１年度目標 １００万枚
　◆自動車部品製造業（新設） 
　　生産工程から発生する産業廃棄物（金属くず、鋳物廃砂、廃プラ、

廃油等）の再資源化率 ７０％（平成２２年度）
　①産業廃棄物の最終処分量の削減目標の見直し 
　◆日本伸銅協会 
　　平成１０年度比で平成２２年度の最終処分量
　　　６１％削減 → ７６％削減 

　◆日本電線工業会 
　　平成１０年度比で平成２２年度の最終処分量
　　４０％削減 → ５０％削減
　◆電気事業 
　　平成２２年度の最終処分率を、平成１３年度（１８.６％）と同程度に

維持 
　　（Ｈ１５に達成） → 平成１５年度（１５％）と同程度に維持 
　◆自動車部品製造業
　　平成２年度比で平成２２年度の最終処分量
　　９２％（９万トンまで）削減→ ９６％（４.５万トンまで）削減 
　◆電子・電気機器製造業 
　　平成１０年度比で平成２２年度の最終処分量を２１％削減（Ｈ１４に達成） 
　　→ 平成１５年比で平成２２年度の最終処分量を５％削減 
　◆石炭鉱業 
　　平成１０年度比で平成２２年度の最終処分量を７９.３％削減（Ｈ１４に

達成） 
　　→ ８０％以上の削減量を継続 

■容リ法の改正施行令が１２月１日に施行されました。
　容器包装リサイクル法の改正政令、省令、告示が昨年１１月２０日に公布、
１２月１日から施行され、目的・基本方針・国と地方公共団体の責務な
どに容器包装廃棄物の排出抑制に関する事項が追加されたほか、レジ袋
など容器包装自体が有償でも対象となることが定められました。
　なお、基本方針に「再商品化のための円滑な引渡しその他の適正な

処理に関する事項」が追加されました。
また、再商品化義務を果たさない特定事業者に対する罰則が「５０万円
以下の罰金」から「１００万円以下の罰金」に引き上げられました。
　http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=7 7 17

■品目別・業種別廃棄物処理・リサイクルガイドラインのフォローアップについて

（改定前）
塩ビ製床材の特定部分（塩ビ
樹脂含有層）の原材料に占め
る再生樹脂の使用比率

（改定後）
塩ビ製床材全体の原材料に
占める再生樹脂の使用比率
３０％以上  １５％以上

→

【法令･制度】

■食品リサイクル制度の見直しについて～業種別に目標値～ 
　食料・農業・農村政策審議会総合食料分科会食品リサイクル小委員
会及び中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会食品リサイクル専門委員
会の合同委員会は、平成１８年１２月２８日に、「食品リサイクル制度の見直
しについて　とりまとめ（案）」を公表しました。
　これによると、平成１３年の食品リサイクル法施行後、重量ベースでみ
た我が国食品関連業界全体の食品循環資源の再生利用等の実施率は、
平成１３年度の３７％から平成１７年度の５２％へ着実な向上を遂げており、
一定の成果が認められるものの、業種ごとの取組に落差があるとして、
新たな目標値の設定に当たっては、これまで一律２０％だった削減率を、

業種の特性を加味しつつ、かつ、個々の食品関連事業者の取組を強化
することのできる実効性の高い措置を講ずることが重要であるとして、
業種別に目標値を設定する方向を打ち出しました。
　また、コンビニエンスストアや外食チェーンの食品廃棄物のリサイク
ルを促すため、売れ残った弁当を飼料にしてブタを生産し、その肉を再
び弁当の材料にするといった「リサイクルループ（食の循環利用）」の
認定制度を創設することも盛り込まれています。
　来年の通常国会での同法改正案の提出が予定されています。
http://www.maff.go.jp/www/public/cont/20061228seisaku_1.html
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行政・政策動向
■家電リサイクル法の改正見送りへ
　経済産業省及び環境省では、消費者が廃棄時にリサイクル料金を支
払う現行の「後払い方式」から、購入時に支払う「前払い方式」に変
更するメーカーに冷蔵庫など４品目の使用済み家電製品の引き取りや
再商品化を義務付ける等の「家電リサイクル法」の見直し作業が進め
てきましたが、１２月２５日に開催された中央環境審議会廃棄物・リサイ
クル部会家電リサイクル制度評価検討小委員会、産業構造審議会環境

部会廃棄物・リサイクル小委員会電気・電子機器リサイクルＷＧ合同会
合（第６回）においても、「家電リサイクル制度の見直しに係る具体的
な論点整理」を行っている段階であり、最終とりまとめは１９年度にずれ
込むことになるため、１９年の通常国会への同法改正案の提出は見送ら
れました。

■平成１９年は「資源の有効な利用の促進に関する法律」見直しの年
　資源の有効な利用の促進に関する法律は、平成３年に制定された「再
生資源の利用の促進に関する法律」を一部改正して、１２年に成立。１３
年４月から施行されており、平成１９年４月で施行から満６年を迎えます。
　同法の附則第４条に「政府は、この法律の施行の日から七年以内に、

この法律による改正後の資源の有効な利用の促進に関する法律の施行
の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる
ものとする。」とあることから、平成１９年度中に見直しが行われること
になります。

■神戸市　レジ袋削減に向けた協定の締結　コープこうべと
　神戸市は、平成１８年１２月２７日、レジ袋削減に向けた協定を、生活協
同組合コープこうべと締結いたしました。
　神戸市では、１８年２月に改定の「神戸市一般廃棄物処理基本計画」
において、平成２７年度までにレジ袋の排出量（平成１５年度基準）を２５
％削減することとしています。
　こうした中、生活協同組合コープこうべにおいては、従来から買い物
客の自主性に委ねる「代金箱」方式でレジ袋削減に取組んできましたが、
平成１９年６月からこれを一段ステップアップし、レジ袋代金のレジ精算

方式を実施することにより、マイバッグ持参率９０％以上を目指していく
ことを決定、こうしたコープこうべの取組みに対し、市としてもこれを
支援し、市民、消費者の理解を得ながらレジ袋の削減に共に取組んで
いくことが重要であるとして、コープこうべとの間で協定を締結するこ
ととなりました。市によると、レジ袋削減で市と事業者が協定を結ぶの
は全国でも初めてとのことです。
http://kouhou.city.kobe.jp/information/2006/12/20061226ev01.pdf

■京都市　マイバッグ等の持参促進及びレジ袋の削減に関する協定
　京都市では、レジ袋の安易な配布・使用を抑制し、マイバッグ等の
持参を促進するために、京都市ではマイバッグ等の持参促進及びレジ袋
の削減に関する協定を事業者、市民団体、京都市レジ袋有料化推進懇
談会と結び、普及・拡大に関する支援を行うこととし、この協定に参加
する事業者、市民団体を募集を行ってこました。
　この結果、ジャスコを経営するイオン（千葉市）が１月１０日、京都
市などとレジ袋削減と買い物袋持参を促す協定を締結しました。

　国内のスーパーでは初めてこれまで無料で提供してきたレジ袋を１
枚５円で販売するごみ減量作戦を開始しました。なお、同じく１０日に同
協定を結んだ京都生活協同組合では、１９９６年から京都市内の全１５店
舗でレジ袋有料化を実施しており、今後は袋の持参率を９０％とする目
標を定めています。
http://www.city.kyoto.jp/kankyo/recycle/mybag/oubobill.pdf

■杉並区でレジ袋を有料化する実験がスタート
　東京都杉並区と同区に本部を置くスーパーのサミットは１月１５日から
区内の成田東店で、使い捨てされてごみになるレジ袋の使用を減らす
ため、レジ袋を有料化する実験を始めました。首都圏の中堅スーパー
による有料化導入の取り組みは初めてのケースです。
　実験では、３月末までレジ袋を一枚５円で販売し、現在約３０％のマ

イバッグ持参率を６０％に上げることを目指すこととしています。
　これは、昨年１０月に締結された、東京都杉並区と食品スーパー　サ
ミット（東京・杉並）と買い物客に渡すレジ袋を有料化する地域協定に
基づくものです。環境省からサミットに約１００万円が助成されます。
http://www2.city.suginami.tokyo.jp/news/news.asp?news=5168

■環境省　汚染土再生利用促進のための指針の策定に向けた検討（環境省　新規予算）　
　環境安全面からの再生品の品質確認方法等の目安がないことから、
掘削した汚染土を浄化しても元の発生場所に埋め戻すことはできず、
また工場跡地などの郊外部における土地改変に伴って生じた汚染土に
ついても、元の場所に返すことが難しい例が多いため、浄化等が行わ
れた後の土、砂、れき、溶融物等（以下、再生物）は、環境安全上に
問題がない品質にまで確実に浄化等が行われていることの確認、検査、

評価の技術の開発を促進するとともに、利用する場所やその周辺の住
民の安心を確保することができ、再生物の利用を促進するための指針
を作成することとなりました。
　これにより、汚染土の利用先の拡大が図られることにより、大都市圏
等から大量に発生する汚染土処理の円滑化の促進に大きく寄与するこ
とが期待されます。

■バーゼル締約国会議　Ｅ－ｗａｓｔｅでルール作り　不法取引防止策を具体化　
　ＥーＷａｓｔｅ （廃電気・電子機器リサイクル） の国境を越える移動に
関連する国際的なルール作りがバーゼル条約締約国会議で始まってい
ます。
　携帯電話は、昨年１１月末から１２月初めに開催された第８回会議での
メイン議題として取り上げられ、また、ＰＣ（コンピューター）及びその
周辺機器についても同様のルール作りが提案されています。具体的な

ルール作りは、本年バーゼルで開催されるＷＧ（ワーキンググループ） 
で詰められますが、有害物資を含むこれら携帯電話やＰＣ及び周辺機器
に関する不法取引の防止策や適正な再資源化のためのルール作りなど
に関する技術的なガイドラインの取りまとめ等が今後のＷＧで行なわれ
る模様です。

http://kouhou.city.kobe.jp/information/2006/12/20061226ev01.pdf
http://www.city.kyoto.jp/kankyo/recycle/mybag/oubobill.pdf
http://www2.city.suginami.tokyo.jp/news/news.asp?news=5168


3Rの実施状況

　プラスチック処理促進協会が１２月６日に公表した廃プラの２００５年の生産等の

状況によると、プラスチックの国内消費量１１５９万トンに対し、総排出量は産業廃

棄物・一般廃棄物合わせて１００６万トン。このうち埋立、単純焼却（両者あわせ２３

０万ｔ、３８％）に回らず有効利用された量は６２８万トンでした。

　サーマルリサイクルが４１４万トンで全体の４１％を占め、マテリアル・リサイク

ル（再生利用）が１８５万ｔ、１８％、ケミカル・リサイクル（油化・ガス化・高炉・

コークス炉原料）は２９万ｔ、３％でした。

http://www2.pwmi.or.jp/siryo/flow/flow_index.htm

　PETボトルリサイクル推進協議会では、「PETボトルリサイクル年次報告書

（２００６年度）」を公表しました。その概略は以下のとおりです。

○回収率６５.６％を達成

　PETボトルのリサイクルは容リ法のもとで順調に進んできました。２００５年度、

事業系回収量９７千トンを加えた全回収量は３４９千トンで、全回収率は６５.６％とな

りました。

○市町村分別収集で指定法人ルートが減少

　市町村分別収集量は２５２千トンで前年度比５.７％増と伸長し、樹脂生産量の伸

びを上回りましたが、この市町村分別収集量のうち、（財）日本容器包装リサイク

ル協会（以下、容リ協会または指定法人）ルートの引き取り実績量が１７０千トン（引

き取り契約量１７７千トンの３.９％減）で前年度から約２２千トン減少し、容リ法運用

以来初めての減少となりました。指定法人以外のルートに市町村が引き渡す独自

処理量は、２００５年度８２千トンで前年度比７７％増と大幅に増加しました。

　２００６年度には、指定法人ルートの引き取り契約量が前年度実績量より２６千トン

減少した１４４千トンとなっており、独自処理ルートへのシフト傾向はさらに加速し

ています。

○市町村独自処理ルートにて有償化が加速

　市町村の独自処理ルートへのシフト傾向は、近年の中国など海外を中心に使用

済みPETボトルの需要が拡大し、有償化したことが起因となっています。その独

自処理ルートのPETボトルの有償化が、市町村の指定法人ルート離れを加速しま

した。

　さらに、再商品化事業者の再商品化可能量が、２００５年度で３１５千トン（２００６

年度３９６千トン）と市町村分別収集量をはるかに超える状況下で、特に２００６年度

は指定法人ルート量が１４４千トンと減少するに及んで、独自処理ルートの価格の

高騰に拍車をかける状況が生じています。

http://www.petbottle-rec.gr.jp/top.html

プラスチック製品の生産・廃棄・再資源化・
　　処理処分の状況（２００５年）版について

PETボトルリサイクル年次報告書（２００６年度）

　環境省が毎年整備することとなっているダイオキシン類の排出目録がまとめら

れ公表されました。それによると、平成１７年の全国でのダイオキシン排出総量は

３２３～３４８ｇ_ＴＥＱ／年となり、前年に比べて９.５％、１５年の国内排出総量３７２～

４００ｇ_ＴＥＱ／年と比べると約１３％の削減となっていることがわかりました。

　１７年に設定された「平成２２年の排出総量を１５年比で約１５％削減、総排出量で

３１５～３４３ｇ_ＴＥＱ／年とする」の新目標の達成に向け着実に削減されています。

http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=7782

ダイオキシン　発生量前年比１割減
　　１５年比１５％減の目標値に近づく

　国土交通省のまとめによると、平成１７年度の建設廃棄物排出量は約７,７００万ト

ン、建設発生土の排出量は約１億９,５１８万立方メートルで、１４年度の前回調査時

と比較して建設廃棄物は約７％、建設発生土は約２０％の減少となっていることが

わかりました。

　これらの再資源化率を見ると、アスファルト・コンクリート塊が９８.６％（１４年

度比０.１ポイント減）、コンクリート塊９８.１％（０.６ポイントの増）、伐木材、除根

材を含む建設発生木材が６８.２％（同７.１ポイント増）で、建設汚泥が７４.５％（同

５.９ポイント増）で、建設廃棄物全体の再資源化率は９２.２％（同０.６ポイントの増）

なっています。

http://www.mlit .go.jp/sogoseisaku/region/recycle/fukusanbutsu/jittaichous

a/index.htm

建設廃棄物　土砂利用拡大が課題に　
　　平成１７年度の排出・利用状況

　環境省は、昨年１８年１２月１４日に平成１７年度の容器包装リサイクル法に基づく

市町村の分別収集及び再商品化の実績をとりまとめました。

　法の対象となる各品目の市町村分別収集量の合計量及び再商品化量の合計量は、

それぞれ２７３万トン及び２６５万トンで、前年度と比べほぼ横ばいとなっています。 

　各品目の分別収集量及び再商品化量は、スチール缶において前年度に比べ減

少しているものの、その他の品目では、ほぼ横ばい又は増加しています。 

　中でも、プラスチック製容器包装は、分別収集量及び再商品化量ともに前年度

に比べ２割程度伸びています。

　全市町村数に対する分別収集実施市町村数の割合は、紙製容器包装及びプラ

スチック製容器包装がその他の品目と比べてまだ低い状況です。

http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=7818

平成17年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の
　　分別収集及び再商品化の実績について

品　　　　　目

無 色 の ガ ラ ス 製 容 器

茶 色 の ガ ラ ス 製 容 器

その他の色のガラス製容器

紙 製 容 器 包 装

ペ ッ ト ボ ト ル

プラスチック製容器包装
（ う ち 白 色 ト レ イ ）

ス チ ー ル 缶

ア ル ミ 缶

段 ボ ー ル

紙 パ ッ ク

合　　　　　計

 ４５０,５８４ ３４１,７４８ ９９.０% ３２７,７９６ ９８.０% ９５.９% ９５.１%

 ３８７,５２０ ２９３,８２５ ９８.０% ２８１,５２４ ９６.０% ９５.８% ５９.４%

 ２０５,９６４ １７４,０８２ １０５.０% １６８,２０９ １０６.０% ９６.６% ９４.７%

 １８９,９７０ ７１,０１２ １０３.０% ６３,０３１ １０６.０% ８８.８% ２９.９%

 ２４３,０７０ ２５１,９６２ １０６.０% ２４４,０２６ １０５.０% ９６.９% ９４.７%

 ７５７,０５０ ５５８,９９７ １１９.０% ５３８,１２３ １１８.０% ９６.３% ６２.９%
 （１４，４３９） （４，５８１） （１１６.０%） （４，１６２） （１１４.０%） （９０．９%） （３７．４%）

 ５２２,１２３ ３２９,５３５ ９１.０% ３２１,２４５ １１４.０% ９７.５% ９９.０%

 １７９,３９３ １３９,５３５ １００.０% １３７,０１５ ９０.０% ９８.２% ９９.１%

 ６７９,２２４ ５５４,８２０ １０１.０% ５４９,４６４ １０４.０% ９９.０% ８４.１%

 ２８,３５２ １６,３２０ １０３.０% １５,９５６ １０４.０% ９７.８% ７２.９%

 ３,６４３,２５０ ２,７３１,８３６ １０３.０% ２,６４５,３８８ １０３.０% ９６.８% ー

年間分別収集

見込量（トン）

年間分別収集量

（トン）

前年度比

（％）

年間再商品化量

（トン）

前年度比

（％）

再商品化率

（％）

全市町村に対する
分別収集実施率
（％）
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http://www2.pwmi.or.jp/siryo/flow/flow_index.htm
http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=7782
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/fukusanbutsu/jittaichousa/index.htm
http://www.petbottle-rec.gr.jp/top.html
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3R関連資料・閲覧サービスのご案内 ＣＪＣ－ＢＷ定期配信のお知らせ
　インターネットに代表されるＩＴ技術の進展に伴い、多くの情

報が自宅やオフィスにいながら入手できるようになりました。一

方で、あふれかえる情報の中から真に重要な情報を抽出すること

は容易ではありません。

　このため、当センターにおきましては、氾濫する情報の中から

廃棄物処理・再資源化を促進する上で重要と考えられる情報（主

として行政・政策動向）を抽出・整理し、賛助会員の皆様にメー

ルにより隔週ごとにＣＪＣバイウィークリー（ＣＪＣ－ＢＷ）と

して配信しています。

　賛助会員の皆様には賛助会員コーナー（http://.202.229.77.29/%7Ecjc/）

より配信登録いただけますので、是非ご登録いただき、ご活用い

ただきますようご案内します。

18

　当センター内にある環境リサイクル情報センターでは、3R（リ

デュース・リユース・リサイクル）に関する資料の閲覧サービ

スを行っています。一般には入手困難な当該分野の専門資料を

多数保有しております。また、閲覧室には情報検索システムが

用意されており、多数の保有資料の中から調べたい情報を検索

すること ができます（当センター賛助会員の方はインターネッ

トを通じて本システムを利用することができます）。どなたで

もご利用になれますので、リサイクルや環境ビジネスに関する

情報収集に是非ご活用下さい。

【利用時間】午前9：45～12：00、午後1：00～5：00

　　　　　　（土・日・祝祭日・年末年始は休館）

小学生のための環境リサイクル学習ホームページのデータを更新しました。

［リサイクル（3R）をしらべる」のガラスびん、古紙など品種ごとのリサイクルの現状のデータを中心に、可能な限り最新データに更新い

たしました。

　農林水産省調査統計部は、９月２２日、平成１７年度の「木質バイオマス利用実

態調査結果」の概要を公表しました。

　本調査の「木質バイオマス」は、製材、合単板、集成材及びプレカット

工場において、それぞれの製品を製造する過程で生じた樹皮、端材等およ

びおがくず等をいい、素材 (丸太 ) 需要量に対し、約４割発生しています。

　調査結果では、発生量の９５％が利用されています。利用量全体に対し、「木

材チップ (４３.２％)」、「エネルギー利用 (２２.８％)」、「畜産敷料 (２２.１％)」

が８８％を占めています。

http://www.maff.go.jp/toukei/sokuhou/data/mokubiomass2005/mokubiomas

s2005.htm

木質バイオマス利用実態調査結果
　　　―木質バイオマスの利用割合は95％―

　我が国における国産バイオエタノール生産の拠点として、大阪府堺市に、廃木

材からエタノールを製造する世界で初めての商業プラントが竣工し、若林環境大

臣も出席して１月１６日に開所式が行われました。この施設はバイオエタノール・

ジャパン・関西株式会社が環境省の補助（地球温暖化対策ビジネスモデルインキ

ュベーター（起業支援）事業、事業期間：平成１６年度～１８年度）を受けて建設

を進めていたもので、平成１９年度の環境省重点施策である「バイオマスエネル

ギー導入加速化戦略」において、大都市でのエタノール３%混合ガソリン（E３）

大規模供給実証のためのエタノール供給元となるものです。 

　この施設では、年間１,４００kLのエタノールを製造可能であり、全量をエタノ

ール３%混合ガソリン(E３)にした場合、約４.７万kL（約４万台のガソリン車の

燃料に相当）になります。

http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=7859

建築廃木材を原料とする燃料用エタノール
　　製造施設の竣工について

　農林水産業のバイオマスの利活用への取組により、環境配慮への関心が高い

多くの関係機関・団体等の優良な活動を顕彰し、もってバイオマス利活用の加速

化を図ることを目的としたバイオマス利活用優良表彰が平成１９年１月５日（金）に

行われ、農林水産大臣賞２点、農村振興局長賞９点、（社）日本有機資源協会会長

賞２点、（社）地域資源循環技術センター理事長賞２点、バイオマス活用協議会会

長賞７点が選定されました。

　農林水産大臣賞は、次の自治体と企業が受賞しました。

●岩手県葛巻町　家畜排せつ物と生ゴミのメタン発酵によるバイオガス発電と液

肥の製造。公共施設や個人住宅へのペレットボイラー、ペレットストーブの導入。

●松下電器産業㈱　製品パッケージのバイオマスプラスチック化、工場食堂廃食用

油・生ゴミのBDF燃料化・堆肥化、自治体と連携した家庭生ゴミ堆肥化の推進

　その他の優良表彰の受賞者は次のとおりです。

《農村振興局長賞》●アイオーティカーボ㈱●大分県日田市●㈱モスフードサービ

ス モスバーガーチェーン●三和酒類株式会社●社会福祉法人光明会 障害者支援

施設「就職するなら明朗塾」●築野食品工業㈱●徳島県上勝町

《 社団法人日本有機資源協会会長賞》●熊本宇城農業協同組合 健康土づくりセ

ンター●コカ・コーラセントラルジャパンプロダクツ株式会社

《 社団法人地域資源循環技術センター理事長賞》●アサヒビール株式会社 西宮

工場●サザングリーン協同組合

《 バイオマス活用協議会会長賞》

（東北ブロック）岩手県紫波町（関東ブロック）全国漁業協同組合連合会、（北陸

ブロック）特定非営利活動法人 環境Ｕフレンズ　（近畿ブロック）株式会社レボイ

ンターナショナル、滋賀県甲賀市　（中国四国ブロック）岡山県農林水産部（九州

ブロック）福岡県築上町

http://www.maff.go.jp/www/press/2006/20061222press_6.html

平成１８年度バイオマス利活用優良表彰

http://www.maff.go.jp/www/press/2006/20061222press_6.html
http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=7859
http://202.229.77.29/%7Ecjc/
http://www.cjc.or.jp/
http://www.maff.go.jp/toukei/sokuhou/data/mokubiomass2005/mokubiomass2005.htm
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